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= (54) Title: AUTOFRETTAGE MACHINING DEVICE

≡ (54) 発明の名称 ：ォ一 トフ レツテ一ジ加工装置

(57) Abstract: Provided i s a solution to various limitations
caused by product shape and the like. A n autofrettage machining
device characterized in comprising: a workpiece that i s sealed off
except for the workpiece end opening and in which a pressurized
chamber i s filled with a hydraulic oil via the workpiece end open
ing; a jig capable o f being attached and detached from the work-

ヌ2 piece, having an internal direct flow channel, and i n which the
direct flow channel i s in communication without leakage with the

5 1 workpiece end opening via a seal part; a piston for forming a gap
having a predetermined average gap size with the inner wall o f
the direct flow channel provided inside the jig; and a pressurizing
unit for driving the piston.

(57) 要約： 製品形状な どに起 因す る各種制約 に対す
る解決策 を提供す る。 オー トフ レツテー ジ加 工装
置 に お いて 、 ワー ク端部 開 口を除 いて密 閉 され 、
ワー ク端部 開 口か ら内圧 室 に作 動 油 が 充填 され る
ワー クと、 ワー クに対 して着脱可能 で あ り、 内部 に
直線流路 を有 し、直線流路 は、 ワー ク端部 開 口に対
して シール部 を経 由 して漏れ な く連通す るよ う構成
され た治具 と、治具 内部 に設 け られ た直線流路の 内
壁 に対 して、所定の平均隙間量を有す る隙間 を形成
す る ピス トンと、 ピス トンを駆動す る加圧部 とを具
備す ることを特徴 とす る。
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明 細 書

発明の名称 ：オー トフレツテージ加工装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、例えば、高圧燃料噴射管やコモンレール等の加工装置に使用さ

れるものであって、特に超高圧下での才一 トフレツテ一ジ加工を行うための

才一 トフレツテ一ジ加工装置に関する。

背景技術

[0002] 特許文献 1、 2 にみられるように、密閉状態で高圧をかけて材料組織に残

留応力を残 して強度をあげる加工方法 （才一 トフレツテ一ジ加工と称す）が

知られている。

すなわち、才一 トフレツテ一ジ加工では、ワークの内側においては塑性変

形させるように、かつ、ワークの外側においては弾性変形させるものの塑性

変形させないような高圧力をワーク内部に与えている。これによつて、ヮ一

クに残留圧縮応力を付与 し、ワークの耐圧疲労強度を増強させている。この

ような加工方法は、ディーゼルコモンレールシステム部品などの耐圧疲労強

度が必要とされる部品の、疲労強度増強を目的とした残留圧縮応力付与に利

用されている。

特許文献 1 には、ワーク内部に加圧シリンダのピス トンを直接挿入 して昇

圧する加工方法が開示されている。このような加工方法では、加工の対象と

なるワークの形状 （細孔、短い管路等）に起因 して、昇圧時のス トローク不

足やピス トンがワーク内に揷入できないなどの様々な制約が発生 していた。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献1 ：独国特許発明第 1 0 2 0 0 6 0 5 4 4 4 0 号明細書 （D E 1 0 2

0 0 6 0 5 4 4 4 0 B 3 )

特許文献2 ：特開 2 0 0 4 _ 9 2 5 5 1 号公報

発明の概要



発明が解決しょうとする課題

[0004] 本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであり、製品形状などに起因

する各種制約に対する解決策を提供するものである。

課題を解決するための手段

[0005] 上記課題を解決するために、請求項 1 の発明は、ワーク端部開口 （1 4 )

および内圧室 （I C ) を有 し、当該内圧室 （I C ) は、前記ワーク端部開口

( 1 4 ) を除いて密閉され、当該ワーク端部開口 （1 4 ) から当該内圧室 （

I C ) に作動油 （2 ) が充填されるワーク （1 ) と、当該ワーク （1 ) に対

して着脱可能であり、内部に直線流路 （5 2 ) を有 し、当該直線流路 （5 2

) は、前記ワーク端部開口 （1 4 ) に対 してシール部 （5 5 ) を経由して漏

れなく連通するよう構成された治具 （5 1 ) と、前記治具内部に設けられた

前記直線流路 （5 2 ) の内壁に対 して、所定の平均隙間量 （h ) を有する隙

間 （3 ) を形成するピス トン （4 2 ) と、当該ピス トン （4 2 ) を駆動する

加圧部 （4 0 ) と、を具備 し、前記加圧部 （4 0 ) は、前記作動油 （2 ) で

充填された前記直線流路 （5 2 ) において前記ピス トン （4 2 ) が所定の送

り速度 （V ) となるように、前記ピス トン （4 2 ) を駆動するものであり、

当該駆動により前記隙間 （3 ) より漏れ出す前記作動油 （2 ) の、単位時間

当たりの最大漏れ流量 （Q m a x ) に相当する臨界送り速度 （V c ) よりも

前記所定の送り速度 （V ) を速 くすることにより、前記ワーク （1 ) に才一

トフレツテ一ジ加工を施すことを特徴とする才一 トフレツテ一ジ加工装置で

ある。

[0006] これにより、ワークにピス トンを揷入することなく、治具の直線流路にお

いて、 ピス トンを臨界送り速度 V c 以上で揷入することができる。そして、

治具におけるピス トンの揷入により、超高圧になった作動油を、シール部を

通 じて、ワーク 1 の内圧室 I C に充填することができる。 したがって、送り

速度限界やワークの製品形状などに起因する各種制約が存在する場合であつ

ても、ワークに対 して着脱可能な治具の方で、才一 トフレツテ一ジ加工を行

うのに必要な条件 （後述のシー ト幅 Bやシー ト円周長さL など）を任意に設



計することがで きる。すなわち、治具 を用いることによって、各種制約があ

つても臨界送 り速度 V c を適宜設定することがで きる。 また、設備の小型化

や、作業工程の簡素化 （サイクル タイム削減な ど）によ り、 コス ト削減 を図

ることがで きる。

[0007] 請求項 2 の発明は、請求項 1 の発明において、前記治具 （5 1 ) には、前

記直線流路 （5 2 ) に連通するエア抜 き通路 （5 3 ) が設 け られていること

を特徴 とする。 これによ り、作動油の初期充填のエア抜 きを容易に行 うこと

がで きる。

[0008] 請求項 3 の発明は、請求項 2 の発明において、前記エア抜 き通路 （5 3 )

には、エア抜 き通路の止め栓 （5 4 ) が設 け られていることを特徴 とする。

[0009] 請求項 4 の発明は、請求項 1 か ら3 のいずれか 1 項 に記載の発明において

、前記シール部 （5 5 ) は、連通孔 （5 5 ' ' ) が貫通 したシール体 （5 5

' ) を、前記 ワーク （1 ) の ワーク端部開口 （1 4 ) と、前記治具 （5 1 )

の直線流路 （5 2 ) の連結端部開口 （5 2 ' ) との間に隙間な く押 し当てる

ことによ りシール した ことを特徴 とする。 これによ り、 ワークと治具 とのシ

—ル を完全 にすることがで きる。

[001 0] 請求項 5 の発明は、請求項 4 に記載の発明に、前記シール体 （5 5 ' ) が

、金属又は合成樹脂で形成 されていることを特徴 とする。

[001 1] 請求項 6 の発明は、請求項 1 か ら3 のいずれか 1 項 に記載の発明において

、前記シール部 （5 5 ) は、前記 ワーク （1 ) の ワーク端部開口 （1 4 ) と

、前記治具 （5 1 ) の直線流路 （5 2 ) の連結端部開口 （5 2 ' ) とを隙間

な く押 し当てるか連結することによ りシール した ことを特徴 とする。 これに

よ り、 ワークと治具 とのシール を完全 にすることがで きる。

[001 2] 請求項 7 の発明は、請求項 6 に記載の発明において、前記 ワーク （1 ) の

ワーク端部開口 （1 4 ) か、前記治具 （5 1 ) の直線流路 （5 2 ) の連結端

部開口 （5 2 ' ) のいずれか一方又は双方 に、 0 リング、 円環突起、テ一パ

面、又は、ね じが設 け られていることを特徴 とする。 これによ り、 ワークと

治具 とのシール を完全 にすることがで きる。



[001 3] なお、上記 に付 した符号は、後述する実施形態 に記載の具体的実施態様 と

の対応関係 を示す一例である。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図 1A] ダイ レク 卜加圧式の才一 トフ レツテ一ジ加工装置 を模式的に示す説明

図であ り、 ピス トン4 2 の摺動開始前 を示す図である。

[ 図 1B] ダイ レク 卜加圧式の才一 トフ レツテ一ジ加工装置 を模式的に示す説明

図であ り、 ピス トン4 2 の摺動開始後 を示す図である。

[ 図2 ] ダイ レク 卜加圧式の才一 トフ レツテ一ジ加工装置 を模式的に示す説明図

である。

[ 図3A] 図 1 A 、 B に示す装置 において ピス トンをある一定の送 り速度 V 0で内

圧室 I C に揷入 して、 内圧室 I C の圧力 P を上昇 させようと した場合の圧力

と時間の関係 を示す模式図である。

[ 図3B] 図 3 A の状況 を説明する説明図である。

[ 図4A] ピス トンを内圧室 I C に揷入する送 り速度 を、 V ，に した場合の圧力上

昇波形 を示す特性図である。

[ 図4B] ピス トンを内圧室 I C に揷入する送 り速度 を、 V 2 に した場合の圧力上

昇波形 を示す特性図である。

[ 図4C] ピス トンを内圧室 I C に揷入する送 り速度 を、 V c に した場合の圧力上

昇波形 を示す特性図である。

[ 図4D] ピス トンを内圧室 I C に揷入する送 り速度 を、 V 3 に した場合の圧力上

昇波形 を示す特性図である。

[ 図4E] ピス トンを内圧室 I C に揷入する送 り速度 を、 V 4に した場合の圧力上

昇波形 を示す特性図である。

[ 図 5 ] 漏れ と圧力の関係 を解析するための説明図である。

[ 図6] 臨界送 り速度 V c を求める一例 を説明するための説明図である。

[ 図7] 平均隙間量 h を変更 した場合の、 内圧室 I C の圧力 と漏れ流量の関係 お

よび臨界送 り速度 V c を示す特性図である。

[ 図8] 作動油および平均隙間量 h を変更 した場合の内圧室圧力 と最大漏れ流量



Q a x の関係 を示す特性図である。

[ 図 9 ] 隙間 3 のシー ト幅 L を a か ら b に変更 した場合の圧力上昇波形 を示す特

性図である。

[ 図 10 ] デ ィーゼルエ ンジンで用い られる燃料嘖射弁の一例である。

[ 図 1 1A ] 燃料噴射弁 に使用される一部材の一例 を示す断面図である。

[ 図 1 1B] 燃料噴射弁 に使用される一部材の一例 を示す断面図である。

[ 図 12 ] 本発明の一実施形態 を説明する概略断面図である。

[ 図 13 ] 本発明の一実施形態 を説明する概略断面図である。

[ 図 14 ] 図 1 3 の本発明の一実施形態 を説明する概略斜視図である。

[ 図 15A] シ一ル体 5 5 ' の一例 を示す断面図である。

[ 図 15B] シール体 5 5 ' の変形例 を示す断面図である。

[ 図 15C] シール体 5 5 ' の変形例 を示す断面図である。

[ 図 16A] シール部の変形例 を示す断面図である。

[ 図 16B] シール部の変形例 を示す断面図である。

[ 図 16C] シール部の変形例 を示す断面図である。

[ 図 16D] シール部の変形例 を示す断面図である。

[ 図 16E] シール部の変形例 を示す断面図である。

発明を実施するための形態

[00 15 ] 本発明は、添付 した図面 を参照 して、以下に説明するように、本発明の実

施態様の記載 を斟酌すればよ り明確 に理解 されるであ ろう。以下、図面 を参

照 して、本発明の一実施形態 を説明する。各実施態様 について、同一構成の

部分 には、同一の符号 を付 してその説明を省略する。本発明の各実施形態が

、本発明の基礎 とな った基礎技術 に対 しても同一構成の部分 には同一の符号

を付 してその説明を省略する。

[00 16 ] ( ダイ レク 卜加圧式才一 トフ レツテ一ジ加工）

本発明の一実施形態 を説明する前 に、 まず、本発明の基礎 とな った基礎技

術である、 ダイ レク 卜加圧式の才一 トフ レツテ一ジ加工装置 を説明する。な

お、本発明の一実施形態 においてもダイ レク 卜加圧式の才一 トフ レツテ一ジ



加工装置 を前提 と している。

図 1 A 、 1 B 、 2 は、 ダイ レク 卜加圧式才一 トフ レツテ一ジ加工 を模 式的

に示 す説 明図であ る。 高圧下で才一 トフ レツテ一ジ加工 を施 す ワー ク 1 の一

例 と しては、特 にデ ィーゼル コモ ン レール システム部 品な どの、耐圧疲 労強

度 が必要 とされ る部 品が挙 げ られ る。 その他、疲 労強度増強 を 目的 と した残

留圧縮付与 が必要 とされ る部 品な ら本発 明は適用可能 であ る。以下の説 明で

は、 ワー ク 1 と して、 高圧燃料嘖射管、 コモ ン レール用 レール、 シ リンダポ

ンプ等 に才一 トフ レツジ加工 を施 す場合 を例示 して、本発 明の一実施形態 を

説 明す る。

[001 7] 図 1 A 、 B において、模 式的 に密 閉 した ワー クと して示 され るワー ク 1 の

内部 には作動油 2 が充填 されてお り、 サ一ボモー タ （駆動 モー タ） を有 す る

加圧部 4 0 には、 ピス トン 4 2 が連結 されている。 なお加圧部 4 0 は必 ず し

も ビス トン 4 2 に連結 されている必要 はない。

この ピス トン 4 2 は、 図 2 に示 す よ うに、 ワー ク 1 の一端部 の内壁 に対 し

て平均隙間量 h (—例 と して 1 ~ 3 0 m ) か ら成 る隙間 3 を有 す るよ うに

揷 入 され る。 そのため、 ピス トン 4 2 が揷 入 されて も平均隙間量 h が維持 さ

れ るよ うに、 少な くとも ピス トン 4 2 が揷 入 され る範 囲の ワー ク 1 内部 の軸

方 向 と、 ピス トン 4 2 の軸方 向 と、加圧部 4 0 の加圧軸方 向 とが一致 す るよ

うに、加圧部 4 0 とワー ク 1 とは設備 に固定 されている。

[001 8] そ して、 ワー ク 1 の配管 口 2 3 に封止部材 2 4 が揷 入 された状態 で圧力W

をか ける ことで密 閉 され、 ワー ク 1 の他端 はシール ピン 4 で密 閉 されている

ので、 ワー ク 1 は、 その一端部以外 は閉鎖 された構造 とな り、 ピス トン 4 2

によ りワー ク 1 の内部 に内圧室 I C が形成 され る ことにな る。 また、 ワー ク

の内圧室 I C の圧力 P を計測 す るため に ビス トン 4 2 には歪みゲージ 5 0

が貼 られていて、 ピス トン 4 2 の変形量 か ら内圧室 I C の圧力 P が算 出され

る。 なお、加圧部 4 0 に含 まれ るサ一ボモー タ と しては、流体圧 ァクチ ユエ

— タ （油圧 ァクチ ユエ一 タ） を利用 して もよ く、 また、 電動 モー タでね じを

回転 させて、加圧 して も良い。



[001 9] 次 に、上記構成 における作動 を説明する。 ワーク 1 の他端側 をシール ピン

4 で密閉 し、 ワーク 1 の配管 口 2 3 に封止部材 2 4 を揷入 して圧力W を掛 け

ることで密閉 した状態で作動油 2 をワーク 1 に充填する。続 いて、 ピス トン

4 2 をワーク 1 の一端側 よ り揷入 し、 ピス トン4 2 の非揷入側 を加圧部 4 0

に連結する。 ここで、 ピス トン4 2 は、上述 したように、 ワーク 1 の一端部

の内壁 に対 して所定の平均隙間量 h か らなる隙間 3 を有するように設定され

ていて、 ピス トン4 2 とワーク 1 の内壁間には、 シール リング等は一切使用

されない。

[0020] この状態で、加圧部 4 0 によ りピス トン4 2 をワーク 1 に所定の送 り速度

V で揷入させると、 ワーク 1 の内壁および ビス トン4 2 の間の隙間 3 か ら作

動油 2 が漏れ出す ことになるが、上述 した所定の送 り速度 V を当該漏れ出す

速度 よ りも速 く設定する、すなわち、隙間 3 か ら作動油 2 が漏れ出す速度以

上の速度でワーク 1 の内部 に ビス トン4 2 を揷入させることによ り、 ワーク

の内部 に充填 された作動油 2 を圧縮 し、 ワーク 1 内部の圧力を上昇 させる

[0021 ] こうすることによ り、才一 トフ レツテ一ジ加工装置 において、 シール リン

グを使用することな く才一 トフ レツテ一ジ加工 を行 うことがで き、磨耗 によ

る部品消耗 を極力低減することが可能である。 また、従来、 内圧 によ り変形

が起 こると隙間をゼ ロとすることがで きないため、作動油の増圧部 は非常に

肉厚で巨大なハ ウジングを必要 と していたが、 このような巨大で高価な増圧

部のハ ウジングをな くす ことで、設備構造 をシンプル ス リ厶化することが

で き、安い経費、償却費で才一 トフ レツテ一ジ加工 をすることがで きるよう

にな った。

[0022] (臨界送 り速度 V c と、単位時間当た りの最大漏れ流量 Q m a X )

次 に、上述 した ビス トン4 2 をワーク 1 に揷入させる際の所定の送 り速度

V について説明するとともに、臨界送 り速度 V c と、単位時間当た りの最大

漏れ流量 Q m a x とは何かについて説明する。

ワーク 1 の内部 に充填 される作動油 2 の粘度 は、油の圧力を P と した と



きに、次の式 1 で表すことができる。

= e X p ( Ρ ) ' 式 1

ここで、 0は大気圧下の粘度 （常圧粘度）、 は粘度圧力係数 （液体固有

のもの）であり、全ての液体で成立する （「トライポロジス 卜」第4 9 巻第

9 号 （2 0 0 4 年） 7 2 0 ~ 7 2 1 頁等参照）。

[0023] この式 1 からわかるように、圧力 Ρ が上昇すると指数関数的に粘度 が増

加する。すなわち、 ピス トン4 2 を高速で降下させ、ワーク 1 の内圧室 I C

の圧力 Ρ を上昇させると、内部の作動油 2 の粘度が上昇 し、隙間 3 からの漏

れ流量を減 らす働きをする。この働きにより、更に内圧室 I C の圧力が上昇

し、目標とする圧力 （フレツテ一ジ加工を行う高圧力）に到達することがで

きるものと考えられた。

しか し、実際には、上記の推測通りではない事が発明者の鋭意研究の末、

判明 した。以下、その内容について説明する。

[0024] 図 3 Α は、図 1 Α 、 Β に示す才一 トフレツテ一ジ加工装置において、 ビス

トン4 2 を、ある一定の送り速度 V = V 0で内圧室 I C に揷入 して、内圧室 I

C の圧力 P を上昇させようとした場合の圧力と時間の関係を説明するための

模式図であり、図 3 B は、この状況を説明する説明図である。

図 3 A に示すように、前段の推測にもかかわらず、 ピス トン4 2 を所定の

送り速度 V 0で内圧室 I C に揷入 しても、内圧室 I C の圧力 Pが、時間T 2まで

は圧力 Ρ は Ρ 2まで上昇するが、その後、圧力 Ρ は上昇せず飽和 して しまう状

況が発生 して しまい、目標とする圧力 （フレツテ一ジ加工を行う高圧力）に

到達できないことが判明 した。

[0025] この状況は図 3 Β を用いて次のように説明される。

ピス トン4 2 の下降に伴い、内圧室 I C の容積が減少 し、同時に隙間 3 か

ら作動油 2 が流出し始める。 ピス トン4 2 の下降と作動油 2 の流出にはタイ

厶ラグが発生するので、内圧室 I C の圧力 Ρ は上昇する （時間ん 〜丁》 。や

がて作動油 2 の流出 （漏れ流量）が増大すると、内圧室 I C の容積が減少す

る速度も低下 して定常状態となるため、内圧室 I C の圧力 Ρ は飽和 （時間 Τ 2



~ T 3) する。やがてピス トン2 4 が停止する （時間 Τ 3) と、作動油 2 の流出

だけが発生 して圧力が 0 になる （時間 Τ 4) という状況が発生するものと考え

られる。

[0026] 次に、一定の送り速度 V を変化させた場合の圧力と時間の関係について説

明する。

図4 Α ~ 4 Ε は、それぞれ、 ピス トン4 2 を内圧室 I C に揷入する際の所

定の送り速度を、 V ，~ V 4に変更 した場合の圧力と時間の関係を示す特性図で

ある。

ピス トン4 2 を内圧室 I C に揷入する所定の送り速度 V をV ，~ V 4と徐々に

上げると、送り速度 V V 2、 V c では図 3 A に示す模式図と同様に、圧力が

上昇 してやがて飽和状態となる特性図が得 られたが、送り速度 V c を超えた

送り速度 V 3、 V 4では、圧力が飽和することなく、時間の経過と共に超高圧 レ

ベルまで内圧室 I C の圧力 Pが上昇 していることがわかる。

[0027] すなわち、図 1 A 、 B に示す才一 トフレツテ一ジ加工装置において、 ビス

トン4 2 を一定の送り速度で内圧室 I C に揷入 して、内圧室 I C の圧力 P を

上昇させようとする場合には、 ピス トン4 2 の送り速度 V が、送り速度 V c

(臨界送り速度）より大きくすれば、内圧室 I C の圧力 Pが飽和することな

く、時間の経過と共に超高圧 レベルまで上昇させることができる。このよう

に、内圧室 I C の圧力 Pが、飽和することなく時間の経過と共に超高圧 レべ

ルまで圧力 Pが上昇するような特性に変移 した場合の送り速度を、臨界送り

速度 V c と定める。

[0028] 次に、上記臨界送り速度 V c の求め方について、例示説明する。なお、臨

界送り速度 V c の求め方については、実験によって定めても良い。

図 5 は、漏れ流量と圧力の関係を解析するための説明図であり、 ピス トン

4 2 をワーク 1 の内部に挿入することにより作動油 2 が漏れ出している状態

を示 している。

隙間 3 (平均隙間量 h ) からの漏れ流量 Q は、次の一般式で表せる。

Q = C X ( B / 1 2 L ) X W / ] ) Χ ∆ P 式 2



ここで、 B は、シ一 卜円周長さ （隙間 3 の中央部分の円周長さ）、 L は、

シー ト幅 （隙間 3 が形成 された領域の幅）、 h は、隙間 3 の平均隙間量、

は作動油 2 の粘性係数、 ∆ Ρ は、隙間 3 の入口 出口圧力差である。 C は、

ピス トンとワーク内壁 との間の表面形状 によって定まる係数であ り、表面粗

さが R z = 3 . 2 程度の研磨面のときに、 C = 1 とする。

[0029] ( 1 ) 式 1 に基づいて、内圧室 I C のある圧力 P のときの作動油粘度 を

算出する。

この時、常圧粘度 0および粘度圧力係数 は、使用する作動油 2 の種別に

よって一義的に決定される。図 6 に示す一例では、常圧粘度 0= 0 . 0 4 7

( P a s ) 、粘度圧力係数 = 1 0 . 3 2 8 ( P a -リ の特性値 を有するェ

—テル系 3 を作動油 2 と して使用 している。 ここで、エーテル系 3 とは、ポ

リオキシエチ レンポ リオキシプロピレンアルキルエーテルか らなる作動油の

ことである。

[0030] ( 2 ) 続 いて、式 2 に基づいて内圧室 I C のある圧力 P のときの隙間 3 か

らの漏れ流量 Q を算出する。

この時、シ一 卜円周長さ B および平均隙間量 h は製品形状か ら一義的に決

定され、粘性係数 は上記 （1 ) で求めた値 を使用する。なお、シ一 卜幅 L

については、本来、 ピス トンの揷入量 と共に増大する可変パラメータである

が、発明者達の研究結果によれば、固定値 と して漏れ流量 Q を算出 しても概

ね差 し支えない。

図 6 に示す一例では、 B = 9 . 5 ( m m ) h = 2 0 ( m ) L = 0

( m m ) となっている。

[0031 ] ( 3 ) 内圧 0 ~ 8 0 O M P a 程度の間で、上記 （1 ) および （2 ) を実施

し、各圧力時での漏れ流量 Q の大 きさを求め、その中で最も大 きい漏れ流量

Q a X (最大漏れ流量 と称す）を求める。

[0032] ( 4 ) 続 いて、 （3 ) で算出 した最大漏れ流量 Q m a X をピス トン4 2 の

断面積 A で割ることにより臨界送 り速度 V c を算出する。

単位時間あた りに隙間 3 より流出する作動油 2 の漏れ流量は、 ワーク 1 内



部に挿入されるビス トン4 2 の単位時間あたりの体積に等 しいので、最大漏

れ流量Q m a x となる時がビス トン4 2 の送り速度が最も速 くなる速度、す

なわち、臨界送り速度 V c となる。

[0033] このように、臨界送り速度 V c と最大漏れ流量Q m a X の定義がなされ、

それらの関係は、次のように表すことができる。

(臨界送り速度 V c ) = (最大漏れ流量Q m a x ) / ( ピス トン4 2 の断

面積 A ) 式 3

図 6 に示す一例の場合、最大漏れ流量Q m a x = 2 3 2 9 . 3 2 ( m m3/

s e c ) ピス トン4 2 の断面積 A = 7 0 . 8 m m2であるため、臨界送り速

度 V c = 3 2 . 9 ( m m/ s e c ) となる。

[0034] つまり、この臨界送り速度 V c = 3 2 . 9 ( m m/ s e c ) を超える速度

でピス トン4 2 をワーク 1 内部に揷入すれば、図4 D、図4 E に示すように

、内圧室 I C の圧力 Pが飽和することなく、時間の経過と共に超高圧 レベル

まで上昇させることが可能となる。

[0035] 次に、図 6 で示 した作動油 2 と同一の作動油を使用 しながら隙間 3 の平均

隙間量 h を変更 した場合について説明する。

図 7 は、隙間 3 の平均隙間量 h を変更 した場合の内圧室 I C の圧力と漏れ

流量の関係を示す特性図である。図 7 に示すように、隙間 3 の平均隙間量 h

を変更 しても、圧力が変化する過程でピーク値である最大漏れ流量Q m a x

が発生する特性となっているため、上記と同様に、各々の平均隙間量に応 じ

た臨界送り速度 V c を算出すればよい。

次に、図 6 で示 した作動油 2 とは異なる作動油を使用 しつつ、隙間 3 の平

均隙間量 h を変更 した場合について説明する。

[0036] 図 8 は、作動油の種類および平均隙間量を変更 した場合の内圧室 I C の圧

力と漏れ流量の関係を示す特性図であり、作動油の種類として、 トリエステ

ル系、ェ一テル系 1、ェ一テル系 5 、モノエステル系が例示されている。こ

こで、エーテル系 1 とは、ポリエチレングリコールからなる作動油のことで

あり、エーテル系 5 とは、ポリオキシプロピレンジアルキルエーテルからな



る作動油のことである。図 8 に示すように、作動油として図 6 に示すものと

は異なる上記作動油を使用 しても、さらに、上記作動油で隙間 3 の平均隙間

量 h を変更 しても、圧力が変化する過程でピーク値である最大漏れ流量Q m

a x が発生する特性となることがわかる。

[0037] 以上説明 したダイレク 卜加圧式才一 トフレツテ一ジ加工によれば、使用す

る作動油の特性 （作動油粘度力）、およびワーク 1 とピス トン4 2 との隙間

3 のスペック （平均隙間量 h、シ一 卜幅 B、シ一 卜円周長さL ) から最大漏

れ流量Q m a x を求め、その最大漏れ流量Q m a x とピス トン4 2 のスぺッ

ク （断面積 A ) とに基づいて臨界送り速度 V c を算出することにより、当該

臨界送り速度 V c より速い速度でピス トン4 2 を送り出せば、才一 トフレツ

テ一ジ加工として必要な目標圧力 （一例として 7 0 0 M P a ~ 8 0 0 M P a

) まで昇圧させることができる。これにより、ダイレク 卜加圧式才一 トフレ

ッテ一ジ加工は、シール リングを無 くすことができ、シール リングの磨耗に

起因するコス 卜増大を低減することができる。

[0038] (ダイレク 卜加圧式才一 トフレツテ一ジ加工における各種制約）

ダイレク 卜加圧式才一 トフレツテ一ジ加工は、上記のように、従来技術の

才一 トフレツテ一ジ加工の問題点を解決するものであるが、才一 トフレツテ

ージ作動油を加圧するための加圧部の送り速度限界や製品形状などに起因す

る各種制約が発生することがある。

[0039] 1 つには、例えば加圧部 4 0 を駆動する駆動モータの出力不足や、寿命か

らみた適切な出力限界であり、これらが要因となって、送り速度 V が臨界送

り速度 V c に上昇できないことがある。また、駆動モータを制御する制御回

路ゃ、才一 トフレツテ一ジ加工の圧力制御装置 （例えば、所定以上の圧力を

何秒間掛けるといった圧力制御）において、制御すべき対象が余りにも速い

と制御回路 装置が適切に制御することができないというような制約が生 じ

る。このため、送り速度 V は、ある程度遅い速度を利用 した方が制御 しやす

く、通常最大出力の 7 割程度に制限することが必要となる。このように、駆

動モータ、圧力制御回路などから生 じる様々な制約から、送り速度 V には上



限が存在 しているので、送 り速度 V を臨界送 り速度 V c には上昇できない場

合が発生することがある。

[0040] 上述の駆動モータやその制御装置に起因する限界送 り速度 に対する解決策

の 1 つには、以下のようなものがある。 これを例示で説明すると、シ一 卜幅

L = a の状態で、第 1 の臨界送 り速度 V c a 以上でダイ レク 卜加圧式才一 卜

フ レツテ一ジ加工を行 う場合、駆動モータ、圧力制御回路などか ら生 じる様

々な制約か ら、送 り速度 V を、第 1 の臨界送 り速度 V c a には上昇できない

場合である。すなわち、上記制約上の最大送 り速度 を、限界送 り速度 V 0と称

すると、 V 0< V c a の場合である。

[0041 ] この場合には、仮にピス トンのシ一 卜幅 L を a より長い b となるようにで

きさえすれば、第 2 の臨界送 り速度 V c b より大 きい送 り速度 V で、 ダイ レ

ク 卜加圧式才一 トフ レツテ一ジ加工を行 うことができる。第 1 の臨界送 り速

度 V c a 、第 2 の臨界送 り速度 V c b は、それぞれ、 L = a 、 b に基づき、

式 2 、 3 により定め られる。第 2 の臨界送 り速度 V c b は、 b > a であるの

で、第 1 の臨界送 り速度 V c より小さい。

[0042] 図 9 は、隙間 3 のシ一 卜幅 L を a か ら b に変更 した場合の圧力上昇波形 を

示す特性図である。隙間 3 のシ一 卜幅 L を a = 1 O m mか ら b = 2 0 m m に

変更 した場合の圧力上昇波形は、明 らかに才一 トフレツジ加工が可能 となつ

ていることを示 している。 a = 1 0 m mの場合の臨界送 り速度 V c a = 3 2

. 9 m m / s e c は、 b = 2 0 m mの場合には、臨界送 り速度 V c b = 1 6

. 5 m m / s e c と低下 している。 このように して、 ピス トンのシ一 卜幅 L

を a より長い b とすれば、所定の送 り速度 V を、第 2 の臨界送 り速度 V c b

よ り速 くし、かつ、限界送 り速度 V 0未満の適当な値 に設定することができる

のである。

しか しなが ら、 ワーク 1 によっては、製品形状などに起因 して、 ピス トン

のシ一 卜幅 L を a より長い b にすることができない場合が発生 して しまう。

[0043] さ らに、 ダイ レク 卜加圧式才一 トフレツテ一ジ加工を行 う際に、加工の対

象 となるワークの形状 に起因 して次のような制約 （ス 卜ロークが短い場合の



—例）が発生することがある。

図 1 0 は、デ ィーゼルエ ンジンで用い られる燃料嘖射弁の一例である。図

1 A 、 B は、燃料噴射弁 に使用される一部材の一例 を示す断面図である。

加工対象がデ ィーゼルエ ンジンで用い られる燃料噴射弁 （一例 と して、特

開 2 0 0 9 — 2 0 3 8 4 3 号公報等参照）である場合 について説明する。 こ

の燃料嘖射弁は、 コモンレールか ら供給 される高圧側の管路 1 0 1 と、バル

プを閉 じるまでに嘖射 されずに残 った燃料 をフユ一エル タンクへ戻す低圧側

の管路 1 0 2 が存在 している。図 1 0 に示すように、燃料噴射弁ボデ一 1 0

3 内部の大径部 1 0 4 (図 1 1 A 、 B 参照）においては、ボデ一の中心 に、

ピス トン等がァクチ ユエ 一 タ （ソ レノイ ド又は ピエゾ）によ り上下するよう

に配置 されているため、才一 トフ レツジ加工 を施す高圧の管路 1 0 1 は必然

的に偏芯 して しまうことになる。 このため、図 1 1 A に示す ロアボデ一 1 0

3 ' の上部管路 1 0 は傾斜 して比較的短 くな つて しまう。 また、図 1 1

B に示すような場合 においても、管路 1 0 Γ ' は比較 的短いことが多い。

才一 トフ レツジ加工 を施す管路が短いと、 ピス トンの送 り速度が、臨界送 り

速度 V c を超 えて所定の圧力に達するに必要なス 卜ロークを確保で きない場

合が発生する。

また、加工対象がデ ィーゼルエ ンジン用のコモンレールシステムである場

合 について説明する。燃料ポ ンプか ら吐出された燃料は、 コモンレール に加

圧供給 される。 コモンレールは、燃料ポ ンプか ら圧送 された燃料 を高圧状態

で蓄え、高圧配管 を介 して各気筒の燃料噴射弁 に供給する。図 2 の ワーク 1

は、 コモンレール を例示 したもので、各気筒の燃料噴射弁 に供給するための

配管 口 2 3 が複数配設 されている。図 2 に示すワーク 1 において、才一 トフ

レツテ一ジ加工は、少な くとも交差穴端部 X に対 しても施す必要があるため

、 ワーク 1 の一端側か ら交差穴端部 X までの距離が所望の圧力に達するのに

必要なス トロークよ り長 くする必要がある。 しか し、 ワーク 1 の形状 によつ

ては、 ワーク 1 の一端側か ら交差穴端部 X までの距離が所定の圧力に達する

のに必要なス 卜ロークよ り短い場合がある。



[0045] このように、ピス トン4 2 をワーク 1 の一端部の内壁に対 して揷入するダ

ィレク ト加圧式才一 トフレツテ一ジ加工には、各種制約が存在する。このよ

うな各種制約を繰り返 して整理すれば、以下のように例示することができる

( 1 ) 加圧部の能力により、ピス トンの所定の送り速度を速くできない場

( 2 ) 加圧部の能力により、ピス トンの押圧力を確保できない場合、例え

ば、ワークの内圧室 I C の内径が大きすぎて、加圧部への負荷が大きすぎる

ような場合。

( 3 ) ワーク形状により、ス トロークを確保できない場合。

( 4 ) ワーク形状により、挿入ピス トン径が小さくなりすぎて、挿入ビス

トンに強度上の問題が生 じる場合、すなわち、ワークの内圧室 I C の径が小

さすぎてビス 卜ンが揷入できない場合。

[0046] 本発明は、上記のような加圧部の送り速度限界や製品形状などに起因する

各種制約に対する解決策を提供するものである。

(本発明の一実施形態）

図 1 2 、図 1 3 は、本発明の一実施形態を説明する概略断面図である。図

2 では、ワーク 1が高圧サプライポンプであり、図 1 3 では、ワーク 1が

燃料噴射弁ボデ一 1 0 3 である。図 1 4 は、図 1 3 の本発明の一実施形態を

説明する概略斜視図である。

なお、図 1 2 の高圧サプライポンプ 1 は、コモンレールに燃料を圧送する

もので、特開2 0 1 0 —2 2 9 9 2 4 号公報等により周知のものである。図

1 2 の部分 1 1 には、吐出弁がね じ込まれ、部分 1 2 には吸入弁がね じ込ま

れる。 1 3 内部の I C には、プランジャが揷入される。部分 1 3 の外周は円

筒面となっており、ね じは形成されていない。

[0047] まず、本発明の一実施形態の概略を説明する。本発明の一実施形態では、

才一 トフレツテ一ジ加工を施すワーク 1 に上述のような各種制約が存在する

場合に、ワーク 1 に対 して着脱可能な治具を用意 して才一 トフレツテ一ジ加



ェを施すようにしたものである。治具内部には、直線流路 5 2 を有 し、直線

流路 5 2 は、ワーク 1 の端部開口 1 4 に、シール部 5 5 を介在 して連通させ

ている。そして、ワークにピス トン4 2 を揷入することなく、治具 5 1 の直

線流路 5 2 において、 ピス トン4 2 を臨界送り速度 V c 以上で揷入すること

ができる。これにより、超高圧になった作動油 2 を、シール体 5 5 ' の連通

孔 5 5 ' ' を通 じて、ワーク 1 の内圧室 I C に充填することができる。

[0048] このようにすれば、送り速度限界やワークの製品形状などに起因する各種

制約が存在 しても、ワーク 1 に対 して着脱可能な治具 5 1 の方で、式 2 に見

られるシ一 卜幅 L ゃシ一 卜円周長さB などのスペックを、治具 5 において

任意に設計することができ、臨界送り速度 V c を適宜設定可能とすることが

できる。

[0049] すなわち、先に例示 した各種制約 （1 ) 、 （3 ) に対 して、ワーク 1 にお

いてシ一 卜幅 し、又はス トロークが確保できなくても、治具 5 1 でシ一 卜幅

し、又は、ス トロークを確保すればよい。 （2 ) に対 しては、ワークの内圧

室 I C の内径が大きすぎて （断面積大）、加圧部への負荷が大きすぎるよう

な場合であっても、治具 5 1 の直線流路 5 2 の径を小さくできる （断面積小

) ので、加圧部のモータの負荷を軽減することができる。 （4 ) に対 しては

、ワークの内圧室 I C の内径が小さすぎて、揷入するビス トン4 2 の径が小

さくて強度上の問題が生 じる場合であつても、治具 5 1 の直線流路 5 の径

を大きくできるので、 ビス トン4 2 の径の強度上の問題を解決することがで

きる。

[0050] 以下、図 1 2 、 1 3 を参照 して、本発明の一実施形態を説明する。図 1 2

では、ワーク 1 が高圧サプライポンプであり、図 1 3 では、ワーク 1 が燃料

嘖射弁ボデ一 1 0 3 であるが、本実施形態はこれらのワークに限定されるも

のではない。

図 1 2 では、ワーク 1 が高圧サプライポンプであり、ワーク 1 は図示 して

いないべ一ス 5 6 (図 1 4 参照）に対 して、 V プロックなどで載置され、シ

—ル体 5 5 ' を、それぞれワーク 1 の端部開口 1 4 (ワーク端部開口）と直



線流路 5 の端部開口 5 2 ' (連結端部開口、 R や面取 りなどが形成 されて

いる）に揷入 して、シールする。内圧室 I C に作動油 2 が送 り込 まれるよう

に、シール体 5 5 ' には連通孔 5 5 ' ， が設けられている。 ワーク 1 の端部

開口 1 4 の内周面の面取 りなどを利用する場合には、シール部 によるワーク

への変形が生 じても、製品と して問題が発生 しないので便利である。

[0051 ] シール体 5 5 ' は、 ワーク 1 と治具 5 1 との間で、シール漏れがあっては

な らないので、治具 5 1 は、 ワークに対 して、長尺ボル ト5 7 で 4 箇所ほど

ベース 5 6 にね じ止め して、締め付けている。図 1 5 A ~ C は、 シール体 5

5 ' の変形例である。図 1 5 A は、上述のボールシールであ り、図 1 5 B は

、 そろばんの玉形 （b i cone) であ り、図 1 5 C は、 円筒形の上下面に R加工

されたものである。 これ らは単なる一例であ り、 これ らに限定されることな

く様 々な変形例が存在する。要は、シール体 5 5 ' は、 ワーク 1 と治具 5 1

のそれぞれの端部開口の形状 に合わせてシール可能な構成 に設計すればよい

[0052] シール体 5 5 ' の材質は、銅やなどの通常のシール金属のみな らず、機械

的強度 さえ満足できれば合成樹脂であっても良い。 ウレタン、 フッ素樹脂、

クロ口プレン、二 トリルが適当であ り、エチ レン、 プチルなども使用可能で

ある。

金属 と合成樹脂の使い分けと しては、 ワーク 1 に傷 をつけた くない場合、

すなわち、製品完成時のシール面など性状が損傷 していないことが必須の場

合は、合成樹脂 を使用すると良い。傷があっても差支えがない部分 （図 1 2

のワーク 1 の端部開口 1 4 内周の面取 りが形成 されている部分等）な ら金属

で良い。 また、金属シールでも、才一 トフレツテ一ジ加工終 了後 に、シール

時にシール体 5 5 ' によ り生 じたワークの凹み部分を後で除去するな らば問

題ない。

[0053] ピス トン4 2 を直線通路 5 2 に揷入 したときに、エアが混入されるので、

治具 5 には、直線流路 5 2 に連通するエア抜 き通路 5 3 が設 けられている

。そ して、エア抜 き通路 5 3 には、才一 トフレツテ一ジ加工に作動油が漏れ



ないように、エア抜き通路の止め栓 5 4 が設けられている。

なお、この止め栓 5 4 は、必ず しも治具 5 1 に設ける必要はない。例えば

、エア抜き通路 5 3 に連通する供給管を該エア抜き通路 5 3 の開口に配設 し

、当該供給管の途中に弁を設けて、該弁にてこの供給管を開閉するようにし

てもよい。

また、図 1 2 のように内圧室 I C のス トロークが不足 して、ワーク 1 にお

いてス 卜ロークが確保できなくても、治具 5 でス 卜ロークを確保すること

ができるようになる。

[0054] 図 1 3 では、ワーク 1 が燃料嘖射弁ボデ一 1 0 3 である。図 1 4 に示すよ

うに、燃料嘖射弁ボデ一 1 0 3 は、ベース 5 6 に対 して、 V プロックなどで

載置されている。シール体 5 5 ' で、それぞれ燃料嘖射弁ボデ一 1 0 3 の内

圧室 I C の端部開口と直線流路 5 2 の端部開口がシールされている。シール

体 5 5 ' は、シール漏れがあってはならないので、治具 5 1 は、燃料嘖射弁

ボデ一 1 0 3 に対 して、長尺ボル ト5 7 で4 箇所ほどべ一ス 5 6 にね じ止め

して、締め付けている。高圧管路 1 0 1 の出口はシールボール 2 0 により、

ね じキャップ2 1 で封止されている。その他、図 1 2 の場合と同様である。

[0055] 図 1 3 の場合を、内圧室 I C の径が小さすぎてビス トンが揷入できない

場合とすれば、治具 5 1 により、直線流路 5 2 の径を大きくできるので、 ピ

ス トン4 2 の径の強度上の問題を解決することができる。

[0056] 図 1 6 A ~ E は、シール部 5 5 の他の変形例を示す断面図である。

図 1 2 、 1 3 では、シール体 5 5 ' を用いて、シール部 5 5 を構成 してい

た。シール部 5 5 は、シール体 5 5 ' を用いることなく、図 1 6 A のように

、ワーク 1 の端部開口面と、治具 5 の端部開口面を直接接合させてシール

部 5 5 としても良い。この場合には、ワーク 1 と治具 5 1 のそれぞれの端部

開口面の加工精度を良くしておく必要がある。この場合も、ワーク 1 と治具

5 との間で、シール漏れがあってはならないので、治具 5 1 は、ワークに

対 して、長尺ボル ト5 7 で4 箇所ほどべ一ス 5 6 にね じ止め して、締め付け

ている。場合により、シール漏れがないように、長尺ボル ト5 7 の締め付け



トルクを若干高めにするかもしくはボル 卜径を大きくすると良い。

[0057] 図 1 6 B では、 0 リング4 9 を使用 してシール部 5 5 を構成 している。図

1 6 A 、 B の場合には、ワーク 1 の端部開口面と、治具 5 の端部開口面の

スペースが広 く取れる時には有効である。また、図 1 6 A 、 B の場合に、ヮ

—ク端部開口 1 4 、連結端部開口5 2 ' に設けられたテ一パ （面取り含む）

や R部は特段設けなくてもよい。

製品として、ワーク 1 にテ一パ面が存在する場合には、図 1 6 C のように

して、シール部 5 5 を構成 しても良い。エッジで面圧を高くしてシール性を

向上させたい場合には、図 1 6 Dのように、円環状の断面山形突起 5 9 を形

成すると良い。ワーク 1 の端部開口面に、 0 リング揷入溝などの円環溝が存

在する場合には、それを利用 して、治具 5 1 の端部開口面に円環凸部 5 9 '

を設けて、シール部 5 5 を構成すると良い。図 1 3 の燃料噴射弁ボデ一 1 0

3 に見られるように、製品端部 （ね じ部ね じキャップ2 1 で封止部位）に、

ね じが存在する場合には、治具 5 に封止できるように雌ね じや雄ね じを設

置 して、シール部 5 5 を構成 しても良い。

[0058] 以上説明 したように、製品形状などに起因する各種制約が存在 しても、ヮ

—ク 1 に対 して着脱可能な治具を用意 して才一 トフレツテ一ジ加工を施すよ

うにすれば、様々な次のような効果を得ることができる。

ワーク形状によらず、治具 5 1 の直線流路 5 2 ならば、シ一 卜幅 L ゃシ一

卜円周長さB などのスペックを、任意に設計することができ、臨界送り速度

V c を適宜設定可能とすることができる。複数製品 （ワーク）に対 して治具

を併用すると良い。燃料噴射弁、シリンダポンプなどに対 して、共用の治具

にすることもできる。これにより、治具 5 1 の製造コス トを低減することが

できる。

[0059] ピス トン4 2 の径を小さくした場合には、 ピス トンの強度上の問題が発生

するので、図 1 3 のように内圧室 I C の径が小さすぎると、 ピス トンが内圧

室 I C に揷入できない。 しか しながら、このような場合でも、治具 5 を用

いれば、治具の直線流路 5 2 の径を大きくできるので、上述のピス トン4 2



の径の強度上の問題 を解決することがで きる。 これ とは反対 に、 ワークの内

圧室 I C の内径が大 きす ぎて （すなわち断面積大）、加圧部への負荷が大 き

す ぎるような場合であ つても、治具 5 1 の直線流路 5 2 の径 を小さ くで きる

(すなわち断面積小）ので、加圧部のモータの負荷、必要荷重 を低減で きる

。 このため、加圧部 を小型のプ レス機 の使用で済 ませることがで きるので、

設備小型化 を図ることがで きる。

[0060] ワーク 1 の内圧室 I C に ピス トン4 2 を揷入する場合 には、煩雑な芯出 し

、位置決め作業が必要であ つたが、治具 5 によればシール部 5 5 の作業 を

行 うだけで済むので、作業が簡単 にな り、位置決めユニ ッ トが必要な くな り

、サイクル タイムを削減することがで きる。 これによ り、 コス ト低減、総投

資額抑制 （5 台必要な ところ4 台で済む） という効果 を得 ることがで きる。

本発明は、例示 を目的 と して選択 された特定の実施態様 を参照 して記述 さ

れているが、 当業者 にとっては本発明の基礎概念 とその開示範囲か ら逸脱せ

ずに、数多 くのモデ ィフィケーシ ョンが為 しうることが明 らかであ ろう。

符号の説明

[0061 ] 1 ワーク

2 作動油

3 隙間

4 ワーク端部開口

4 0 加圧部

4 2 ビス 卜ン

5 治具

5 2 直線流路

5 2 ' 連結端部開口

5 3 エア抜 き通路



請求の範囲

[ 請求項 1] ワー ク端部開口 （1 4 ) および内圧室 （I C ) を有 し、 当該内圧室

( C ) は、前記 ワーク端部開口 （1 4 ) を除いて密閉され、 当該 ヮ

—ク端部開口 （1 4 ) か ら当該内圧室 （I C ) に作動油 （2 ) が充填

されるワーク （1 ) と、

当該 ワーク （1 ) に対 して着脱可能であ り、 内部 に直線流路 （5 2

) を有 し、 当該直線流路 （5 2 ) は、前記 ワーク端部開口 （1 4 ) に

対 してシール部 （5 5 ) を経 由 して漏れな く連通するよう構成 された

治具 （5 1 ) と、

前記治具 内部 に設 け られた前記直線流路 （5 2 ) の内壁 に対 して、

所定の平均隙間量 （h ) を有 する隙間 （3 ) を形成する ピス トン （4

2 ) と、

当該 ピス トン （4 2 ) を駆動する加圧部 （4 0 ) と、 を具備 し、

前記加圧部 （4 0 ) は、前記作動油 （2 ) で充填 された前記直線流

路 （5 2 ) において前記 ピス トン （4 2 ) が所定の送 り速度 （V ) と

なるように、前記 ピス トン （4 2 ) を駆動するものであ り、

当該駆動 によ り前記隙間 （3 ) よ り漏れ出す前記作動油 （2 ) の、

単位時間当た りの最大漏れ流量 （Q m a x ) に相 当する臨界送 り速度

( V c ) よ りも前記所定の送 り速度 （V ) を速 くすることによ り、前

記 ワーク （1 ) に才一 トフ レツテ一ジ加工 を施す ことを特徴 とする才

- トフ レツテ 一 ジ加工装置。

[ 請求項2] 前記治具 （5 1 ) には、前記直線流路 （5 2 ) に連通するエア抜 き

通路 （5 3 ) が設 け られていることを特徴 とする請求項 1 に記載の才

- トフ レツテ 一 ジ加工装置。

[ 請求項3] 前記エア抜 き通路 （5 3 ) には、エア抜 き通路の止め栓 （5 4 ) が

設 け られていることを特徴 とする請求項 2 に記載の才一 トフ レツテ一

ジ加工装置。

[ 請求項4] 前記 シ ール 部 （5 5 ) は、連通孔 （5 5 ' ' ) が貫通 したシ ール 体



( 5 5 ' ) を、前記 ワーク （1 ) の ワーク端部開口 （1 4 ) と、前記

治具 （5 1 ) の直線流路 （5 2 ) の連結端部開口 （5 2 ' ) との間に

隙間な く押 し当てることによ りシール した ことを特徴 とする請求項 1

か ら3 のいずれか 1 項 に記載の才一 トフ レツテ一ジ加工装置。

前記シール体 （5 5 ' ) が、金属又は合成樹脂で形成 されているこ

とを特徴 とする請求項 4 に記載の才一 トフ レツテ一ジ加工装置。

前記シール部 （5 5 ) は、前記 ワーク （1 ) の ワーク端部開口 （1

4 ) と、前記治具 （5 1 ) の直線流路 （5 2 ) の連結端部開口 （5 2

' ) とを隙間な く押 し当てるか連結することによ りシール した ことを

特徴 とする請求項 1 か ら3 のいずれか 1 項 に記載の才一 トフ レツテ一

ジ加工装置。

前記 ワーク （1 ) の ワーク端部開口 （1 4 ) か、前記治具 （5 1 )

の直線流路 （5 2 ) の連結端部開口 （5 2 ' ) のいずれか一方又は双

方 に、 0 リング、 円環突起、テ一パ面、又は、ね じが設 け られている

ことを特徴 とする請求項 6 に記載の才一 トフ レツテ一ジ加工装置。
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